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はじめに
ドイツ統一から２０年余りが経過し，東ドイツ（以後，東と略記）の経済・政治・社会は決定的に
変化した。東の経済が，統一直後の経済ショックを克服し，多くの努力が傾注されて，その後の復
興がはかられ，西側ドイツ（以後，西）との経済格差が大幅に解消されたことは様々な指標から見
てとれる１）。東には「メッツォジョルノ」のシナリオは当てはまらなかった２）。特に政治統合が成
功したことは，東のメクレンブルク―フォアポンメルン州出身の連邦政府首相が誕生したことが明
白に示している。高度人材のポテンシャル，インフラ整備，イノベーション型新興産業の立地など
で，東には西を上回る事態も出現している。他方，失業率，賃金水準，生産性などの点で，西との
格差は以前として縮まらない。この格差の原因として，西との比較で，東の企業の，経営規模の小
ささ，指揮・中枢機能の不足，R&D活動の弱さ，国際的展開の少なさなどがつとに指摘されてき
た３）。しかしこれらは相対的な問題であって，東ドイツのこうしたパーフォーマンスを他国，例え
ば，東欧諸国と比較するなら，東ドイツははるかに優位に立っている。西にも構造的不況地域があ
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＜要約＞
統一後の東ドイツ経済は，中核都市での伝統的製造業の復活，新興産業の一気の移植，
サービス経済化の進展などにより発展が見られる一方で，これまでの復興政策の見直しが
始まっている。依然解消されない西側ドイツとの経済格差は，ドイツ分断に由来する東ド
イツに固有の成長障害に根差すというより，西側でも一般的に見られる構造不況地域の問
題であるとの認識が広まり，投資を広く誘導する従来の政策からイノベーションを促進す
る政策へと重点が移行され，教育機関の整備，R&D活動の支援が模索されている。また
従来の復興政策では，市町村を始め地方自治体が上位自治体から財政援助を受けて，イン
フラ整備，都市再開発，住宅建設などを押し進め東部復興の主要な担い手となってきたが，
連邦の特別財政援助の打ち切りが決まった現在，財政基盤の脆弱な地方財政の健全化が迫
られている。さらに出生率低下による人口動態上の変化は，東ドイツの今後の経済発展に
とり大きな制約条件となるだろう。
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ることも踏まえ，東の復興支援政策のこれまでのあり方の再検討が始まっている。再検討が迫られ
る背景には，民間経済の着実な発展の一方で，地方自治体財政が困難な状況に陥っていること，ま
た，連邦による特別財政援助（「連帯協定」）の期限切れ（２０１９年）が迫っていることがあるだろ
う。地方財政悪化の問題は，人口動態問題（人口減少）とともに，今後の東の経済展開を左右する
目下の最大の懸念であるといっていいだろう。
統一後２０年の東の経済状況の分析としては，多くの研究がある中で，K.-H. パケー４）や「ドイツ経
済研究所」５）が網羅的で説得力のある分析を行っている。最近年では，ドイツの６大経済研究所の
中で唯一，ベルリンを除く東に拠点を置き，このテーマにもっとも精力的に取り組んでいる「ハレ
経済研究所」が中心となって，これまでの研究の集大成ともいうべき調査報告書６）が公刊されてい
る。本稿はこうした研究に依拠しつつ，１９９０年代初頭以来の東の経済復興を回顧し，現状の特徴を
西との比較で整理し，上記の２つの困難にも言及する。前回の拙稿で触れ得なかった点を中心に検
討を進めてみたい。
1．「東部復興」プロジェクト
東の経済再建は連邦政府と州の共同事業の「東部復興」（Aufbau Ost）プロジェクトとされ，こ
れに全面的な公的支援が与えられてきた。その根拠は「生活状況の同等化」（Gleichwertigkeit der
Lebensverhältnisse）を求める基本法上の要請であった。
１．出発点
まず，「ベルリンの壁」崩壊（１９８９年１１月９日）以前の旧東ドイツ（DDR）の経済体制，統一後
の民営化，その後の構造転換の方向に触れておこう。
統一前の DDR の産業部門別の従業員構成は，生産部門，特に製造業の比重が高い点，サービス
部門の比重が低い点で，よく１９７０年代の西ドイツのそれとの類似が指摘される７）。DDR では，国
家部門の比重が高いことはもちろんであり，さらに農業の比重が高い（これは歴史的な空間的特徴），
金融・保険・宣伝などのサービスと商業が弱いことに特徴があった。サービスは固有の産業分野で
はなく（そもそもサービスという区分が DDR にはない），その多くはコンビナートの内部に包摂
され，生産部門の一部として果たされた。国営の住宅産業が重要であったことは特筆すべきであろ
う。生産は３１６のコンビナートに組織されていた。供給が需要に追いつかない「不足の経済」（購買
力の未充足）が支配的であったのに，過剰雇用，資源の浪費が同時に存在した。インフラ（通信，
下水道，道路，廃棄物処理など）の未整備と（生産重視からくる）環境破壊が統一後の民営化投資
の阻害要因となった。
現在の東の工業企業において高収益を達成しているかなりの部分はかつてトロイハント（信託公
社）により民営化された企業であったといわれる８）。民営化の結果を数値で確認しておこう。旧国
営企業８５００程の経営体が１万５０００程の事業体に解体・切り離された。このうち７０％程に買い手がつ
き（投資家は，外国，特に西ドイツ人が多い），民間ないし公的所有となって，事業が継続された。
その多くは本社が西に所在する企業の現地進出先（「引き延ばされた作業台」）となったようである。
残りの物件は清算された。存続企業のほぼ５分４は旧所有者に取り戻されたが，その後，このうち
当該国営企業の旧経営陣に買い戻された経営（マネージメント・バイ・アウト，MBO）は３分１
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以上と多い。このように信託公社により，物件の売却を優先して，経営体がバラバラに切り売りさ
れたため，民営化企業は小規模の事業体として再出発せざるを得なかった。イエナの「カール・ツ
ァイス・イエナ」（光学機器コンビナート）やドレスデンのマイクロエレクトロニクス（ME）コ
ンビナートはハイテク工業立地として一括して民営化されたが，そうした事例は少数であった。大
部分のコンビナートからは R&D部門や社会福祉部門が切り離され，それらは清算される場合が多
かった。企業内の託児施設は自治体に引き取られた。
統一直後から産業の構造転換が開始され，サービス経済化が進み，東の産業部門構成は西の構造
へ接近していく。西の構造と異なる点は，農業，鉱山，エネルギー・水供給の比較的高い比重であ
るが，それらの部門は重要なシェアを占めない。注目すべきは教育部門の高い比重である。幼児教
育をはじめ，東の教育志向は高く，高度人材を生み出す背景となっている。
２．製造業の復興と発展
東の製造業は統一ショックにより壊滅的打撃を受け，当初東の「脱工業化」が指摘されたほどで
あったが，生産の底（１９９２年）から２００８年の間に工業生産は３．５倍と飛躍的に増大している。DDR
時代の生産レベルは１９９０年代末に回復された。回復当初は労働コストの高さから，減価償却の余地
も利潤も残らないほどであったが，多額の補助金により経営を存続させた。東のユニット・レーバ
ー・コストが西を下回るのは２００３年以後であり，雇用が改善するのも２００５年以後である。生産を拡
大しつつ，賃金の伸びを抑制（人員削減も含まれる）したので，東の競争力が高められた９）。さら
に，民営化による西からの投資の受け入れ，新規開業の進展が製造業の発展に寄与した。西の企業
に買収（民営化）された企業の場合，市場開拓もスムーズに出来た。生産物を西の親企業の流通経
路に乗せれることができたからである。他方，そうでない中小企業の場合，販路の開拓は困難であ
った。当初，販路を地域需要に依存せざるをえなかったのは当然である。しかしここでも販路を徐々
に遠隔地まで拡大している。製造業の売り上げに占める輸出のシェアは，１９９０年代半ばには８分１
であった（西では３分１）が，現時点では３分１（西では２分１）に高まっている。輸出比率は西
に劣るとはいえ，着実に高まっている。近年の研究で，生産性の高い企業ほど輸出比率が高いこと
が明らかにされ，西と比べた東の生産性の低位の原因として，輸出比率の低さが指摘されるが，東
では，例えば，建築資材や印刷物のような輸送コストの嵩む生産物が多く，生産規模も小さいこと
から，域内需要に依拠した方が合理的であるという事情もあるだろう。
ところで，古くからの有名ブランドをもつ伝統工業が，中核都市で復活し発展するという現象が
注目される。工業発展の「経路依存性」（Pfadabhängigkeit）と指摘される事例である。伝統産業
の復活は東の住民に故郷との一体感を感じさせ，西への流出を防止する効果があると指摘される１０）。
DDR 時代には，ハレ周辺の化学，マグデブルク周辺の重機械，チューリンゲンとザクセン南西部
での自動車，バルト海沿岸地域の造船といった複合的巨大立地と並んで，イエナとラーテノウ１１）の
光学機器，ズールの銃器，エアフルトとドレスデン地域でのME，ザクセン南西部での楽器，エル
ツ山岳地帯（グラースヒュッテ）の時計１２）のような多様な個性的な工業立地が展開し，輸出でも成
果を上げていた。こうした地域，分野には専門化した高度人材が存在していたが，コンビナートの
解体で彼らは劣化の危機に瀕した。伝統産業が復活するには，経営者が新技術を取り入れ，人的資
本を再訓練するためのイニシアチブをとる必要があったし，もちろん，国家の援助も必要であった。
特に西からの投資を受け入れ，この投資家が西側市場に販路を結びつけたことが重要な役割を果た
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したとされる。
他方東では，規制の多い西に先んじて，成長の見込まれるナノテク・新素材，バイオ技術，環境・
エネルギーなどの分野で新興産業が一気に移植される柔軟性も発揮されている。これは後述される
イノベーション振興政策の成果でもあった。新興産業には立地条件に特段の制約がないので，「地
方にチャンスの窓」が開かれているといわれる。こうした新旧織り交ぜた知識集約型の産業が中核
都市近辺に集中立地し，それが定着してきた。こうした工業立地の一覧図を示せば，以下のように
なる１３）。
メクレンブルク―フォアポンメルン州
ロシュトック（交通・流通，造船，バイオ・医療技術，風力），ヴィスマール（造船），シュトラ
ールズンド（造船），ザースニッツ（交通・流通，食品），グライフスヴァルト（バイオ・医療技
術），デミーン（食品），ハーゲナウ（食品）
ブランデンブルク州
シュヴェート（化学，製紙），オラーニエンブルク（薬品），へニングスドルフ（鉄道車両，バイ
オ），ブランデンブルク（製鉄，自動車，鉄道車両），ポツダム（バイオ，食品，情報・通信），
ダーレヴィッツ（航空），ルードゥヴィヒスフェルト（自動車，航空），フランクフルト・オーダ
ー（ソーラー発電），アイゼンヒュッテンシュタット（製鉄），シュヴァルツハイデ（化学）
ザクセン―アンハルト州
マグデブルク（自動車，情報・通信，機械・装置，薬品・バイオ，医療技術），ブルク（機械・
装置），ハレ（食品，バイオ，情報・通信），ビッターフェルト（化学，ソーラー発電），ロイナ
（化学）
ザクセン州
ライプチッヒ（自動車，航空，物流，バイオ），ドレスデン（自動車，鉄道技術，航空，マイク
ロエレクトロニクス，ソーラー発電），ケムニッツ（自動車，マイクロエレクトロニクス，機械・
装置），ツヴィッカウ（自動車，機械・装置），フライベルク（マイクロエレクトロニクス，ソー
ラー発電），バウツェン（鉄道技術，航空，機械・装置），ゲーリッツ（鉄道技術）
チューリンゲン州
イエナ（医療技術，光学・センサー技術，マイクロ技術・ナノテク，環境・エネルギー），エア
フルト（情報・通信，ソーラー発電），アイゼナッハ（自動車，機械），マイニンゲン（生産技術，
情報・通信），アポルダ（食品）
ベルリン市
（健康産業・薬品・医療技術，化学，バイオ，自動車・鉄道車両，機械・装置，航空，光学・マ
イクロ技術，マイクロエレクトロニクス，エネルギー，ソーラー発電，情報・通信，食品）
以上の中核都市は，工業発展はもちろん，サービス，R&Dの展開においても中心となっており，
東の中で，所得の高い地域である。東の工業生産の発展は，当然，都市農村間の所得格差を拡大し
ていく１４）。しかし，東の中核都市の発展は，西の同様の都市の発展と比較した場合見劣りし，いま
だ周辺の地域経済を牽引する力強さに欠けるといわれている１５）。
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３．サービス産業の展開
連邦政府による東の復興政策はこれまで，工業（とりわけ製造業）重視の経済復興の方針をとっ
ていたが，むしろ時代の趨勢に合わせ，サービス経済化を推進すべきだとの議論がある１６）。事実，
東におけるサービス経済化の進展は急激であって，２００９年時点で，雇用の７６％，GDPの７５％はサ
ービス業に分類される部門が占めている。数値だけで見ればこれは西を上回る１７）。果たしてサービ
ス経済化の進展が東の経済の牽引役になりうるか。実は，ここに東の経済の構造的弱点が存在して
いるのではないか，とパケーは主張する１８）。サービス業にはまさに多様な業種が混在するが，いま
それを「消費者向けサービス」（konsumnahe Dienste）と「企業向けサービス」（Unternehmensdien-
ste）に大別してみる。後者にはまた，「知識集約型サービス」，ないし「高付加価値サービス」と
呼ばれる業種が多い。統一後急速に進んだサービス業の拡大は，DDR 期からの回復需要を当て込
んだ，大型小売店，ガソリンスタンド，理髪店，書籍，レストラン，レジャー施設等々の「消費者
向けサービス」（「小民営化」）の進展であって，それは財政移転により可処分所得を増やした家計
の購買力増大を支えとしていた。また，顕著なのは，東の全域にわたる，観光業への傾倒であって，
歴史的遺産の開発，観光ルートの敷設，文化施設，レジャーセンターの設立などが相次ぐ。こうし
た「消費者向けサービス」の発展は現地で実感されるところであるが，サービスの性質上，域内需
要に依拠しているため，今後，人口減少が進みつつある東の人口動態からの制約を受けざるを得な
い。
東の「企業向けサービス」の場合，重要なのは，労働派遣，清掃，保安・警護といった「単純サ
ービス」である。またコールセンターは，５０％以上が東に拠点を置いている。これに対し，金融・
保険，さらに法律顧問，経済コンサルタント，税理士，信託業，電算情報処理，宣伝といった「高
付加価値サービス」での活動は不振である。金融業の場合，金融機関が設立されても，それは西の
ビッグバンクの支店である場合がほとんどである。パケーによれば，金融サービスは当然に地域横
断的な性質をもち，その場合，サービスの信頼が競争力の鍵となる。従って，実績のある既存の大
手の金融機関に対抗して，新規参入企業が業績を上げることは極めて困難であるという。事実，東
の金融市場は，西の大手金融機関によってあっという間に占拠されてしまった。ところで，固定資
本を多く必要とせず，拠点の移動が容易と思われる金融業において，西の大手金融機関の中枢がフ
ランクフルト・マインに集中し，なぜ東に，例えばベルリンに本店を移さないのだろうか。大手銀
行にとり，業務と組織の全体調整，情勢の分析，経営戦略の立案など本社機能は，フランクフルト・
マインに据え置き，新たな市場には，支店を展開させる方が有利になるという。つまり，ライバル
の集中する西の本店所在地では，人的資本の確保，情報交換が容易であるし，東では各地域の市場
の成長度合い，顧客の要求するサービスの違いに応じて，支店の規模と業務を柔軟に適応させるこ
とができるからである。金融サービスの展開は，東の成長に歩を合わせて増長するのであって，そ
れ自身が成長の原動力になることはありえない，とパケーは主張する１９）。東に展開する地域金融機
関としては，ローカルの貯蓄金庫，フォルクスバンク，ライフアイゼンバンクがあるが，これらと
て，地域縦断的な上位組織に中枢機能を奪われ，固定費とリスクの多くを肩代わりされているため，
東の住民が信頼して資金を任せられるという。
既に言及したように，観光業の興隆は，経営への補助金と観光インフラへの公的支出によって顕
著である。その波及効果は，宿泊，飲食のみならず交通，小売，文化等広範に及ぶため，成長が期
待されているのである。しかし，観光業の産業としての過大評価はできない。宿泊業を指標にとれ
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ば，東の経済への寄与度は，GDPで２％，従業員数で５％に過ぎない。ただし，メクレンブルク―
フォアポンメルン州のように主要な産業基盤がなく，観光業に依存せざるをえない地域があるのも
事実であろう。観光業が成長するには，景観・風土・自然条件など外生的要因はもちろん，人的資
本の集積や，観光施設や交通インフラの充実など都市化の要因も左右するといわれる。そうした意
味で，オストゼー海水浴場，同地域の保養地，メクレンブルク湖水地帯，中部山岳地の冬季スポー
ツ場・登山ツアー，さらにギュストロウ，ポツダム，ヴァイマルの文化集中都市は優位性があると
見られている。
また観光業との関連で，各自治体が地域の文化価値を高め，イメージを向上させるためにカルチ
ャー啓発活動を活発化させている。例えば，ザクセン―アンハルト州での「ロマネスク街道」（Strasse
der Romanik）の指定は成功事例であるとされる。さらに東の地方自治体は，伝統的に芸術・文化
の振興に取り組んでおり，自治体所属のオーケストラ，劇場，博物館の数が多い。こうした活動は
多くの観光客を誘致するのに寄与しているのは間違いない。しかし，同時に，その運営は少なから
ず自治体財政の負担となっており，今後の展開も財政状況に制約を受けざるを得ない。
サービス経済化は東でも不可避ではあるが，サービス産業の定着と成功は，製造業以上に「経路
依存性」が高い。信頼を得るには地道な努力と時間が必要である。また製造業の基盤がないまま，
サービス業のみが興隆することもありえない。こうした点を見据えると，パケーの考えるように，
数字だけを見て，東でのサービス業の展開を過大に評価することは早計であろう。
2．イノベーションの振興
これまで連邦政府は東部の復興，成長の環境を整えるために，まずは未整備のインフラの整備，
そして民間の投資を促進する政策に重点をおいてきた。しかし，現在，成長をより持続的にするた
めには，これ以上インフラを増やすのではなく，工業のイノベーション力を強化する路線への転換
が前面に出てきた。K.v. ドナーニィ（Klaus von Dohnanyi）を座長とする研究集団が２００４年に発表
したレポート「東部復興路線修正」（“Kurskorrektur des Aufbau Ost”）でもこの方針が提起されて
いる。そこには，東が西の生産性レベルにキャッチアップするために東の R&D活動を促進する意
味もあった。東の企業は規模が小さく，個々では R&Dを担う負担が大きいため，クラスターを形
成して，地域での密接な分業関係を利用することでイノベーションを推進することが目論まれたの
である。
１．教育・研究体制の転換
（１）DDR の教育・研究体制
一国のイノベーション力は，その国の技術レベル，研究環境，さらに教育制度，特に高等教育機
関（大学）のあり方にまで広く関連する。DDR は決して技術力の向上に無関心であったわけでは
ない。むしろ逆であり，伝統的に DDR の機械工学のレベルは高かった。しかしこうした DDR の
技術力が企業家精神と結合しなかったこと，西側世界との技術開発競争から隔絶されていたことが，
社会主義の残した「致命的損害」（Flurschaden）であるとパケーは指摘する２０）。
統一により，東の教育・研究環境は大きく変わった。DDR の研究教育組織は，大学と大学外の
研究所（科学アカデミー）の二本建てであり，後者の方が，個別分野に捉われない学際的な研究が
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可能であり，特定の目的に照準を合わせることが出来るため，より成果を上げることが期待され，
研究者の待遇も良かった２１）。DDR では基礎研究よりも，より実用的な応用研究が重視されていた
のである。高等教育機関（Hochshule）として，１９８９年時点で，５４校があった。その内，総合大学
（Universität）は，ロシュトック，グライフスヴァルト，（東）ベルリン，ハレ（ザーレ），ライプ
チッヒ，イエナの６大学であり，工科大学（Technische Universität）としてマグデブルク，ケム
ニッツ，ドレスデンの３大学があった。５４校の他に，軍隊，警察，政治組織により運営される高等
教育機関が１７校あった。登録学生は同世代の１３％弱，１３万３０００人であった。（登録率は１９７０年にほ
ぼ１９％であったので，進学率は低下していたことになる。）高等教育機関の教員数は３万９０００人で
あった。他方，アカデミーには，科学アカデミー（Akademie der Wissenschaften）を筆頭に，農
業科学，建築，教育学の４つがあった。ここに属する研究機関の規模は大きく，研究者数は３万６０００
人であった。大学での講義は職業に密接に関連する実用的な内容であったが，大学自体は基礎研究
の場としての性格も保持していた。１９６０年代末には，大学は教育と応用研究に，アカデミーは基礎
研究にそれぞれ集中すべきとの政治的要請があったが，徹底しないままでいた。しかしその後，DDR
当局が自国のイノベーション力の脆弱性を深刻に受け止め，両機関ともに応用研究に傾斜すること
を強制したとされる。
（２）統一後の大転換
DDR の崩壊を受けて，両機関において，イデオロギー色を一掃し，学問の自由への制限を撤廃
し，指導体制を変更する改革が内部に起こった。しかし新たに成立した州政府は従来の研究・教育
体制の清算を掲げ，「大学改革法」（１９９１年）によってシステムの根本的転換をはかる。ここに，大
学は存続できたが，アカデミーは解体された。根本的転換は，西側のシステム全般を東に移転する
こと（West-Ost-Transfer）の一環として実施された。大学外の研究機関は，「マックス・プランク
協会（Max-Planck-Gesellschaft）」，「フラウンホーファー協会（Fraunhofer-Gesellschaft）」，「ヘルム
ホルツ団体（Helmholtz-Gemeinschaft）」に組み入れられたり，また「青色リスト機関」（Blaue-Liste-
Institute）（現行の「ライプニッツ団体」（Leibnitz-Geimeinschaft））として新たに組織されたりした。
旧アカデミーの多くの研究機関は，これらに移行したり，新規に再出発したものもあった。かくて，
現在東には，これら大学外研究機関が５６，その外部機関（Aussenstelle）が２３，連邦研究機関が５
設置されるまでになった。特に多いのは，「ライプニッツ団体」であり，ここには２６研究所と５外
部機関が所属している。
高等教育機関は，大学と専門単科大学（Fachhochschule）の二本建てとなった。旧工科系高等
教育機関（Technische Hochschule）で，ドクター資格付与の権限を有した学校は，専門単科大学
となった。この中，イルメナウとコットブスは大学に昇格している。旧総合６大学は存続し，旧３
工科大学には社会科学系，文化科学系の学部（Fächer）が増設された。エアフルトとフランクフ
ルト（オーダー）には，歴史的にかつてこの地に大学があったことから，新大学が設立された。こ
うして東の大学と大学外研究機関は，連邦からの財政援助を受けて，設備と内容を大幅に充実させ
ることができたのである２２）。
人事の変動もすさまじかった。組織変更を始め，「学術審議会」（Wissenschaftsrat）による既存
の研究員に対する専門適正の査定（Evaluation），政治信条，モラルの統合性の検証が実施され，
採用の継続か，終身雇用の有期雇用への変更か，解雇かが決定された。その結果，DDR 期の研究
者のほぼすべてが，身分上の地位の変更を被ったといわれるほどであった２３）。正確な数字は不明で
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あるが，１９８９年当時，高等教育機関と大学外の研究機関で研究職に就いていた者のほぼ６０％は，解
雇されたと推測されている２４）。研究者の集中していた（東）ベルリンとザクセンの３地域（ドレス
デン，ライプチッヒ，コットブス）での失職が多かったことは当然であろう。
学術体系の内容の転換に関しては，「大学改革法」の規定に基づいて，「学術委員会」が科学アカ
デミーの研究機関を査定し，州当局が各州の高等教育機関の査定を，「学術委員会」に委託するか，
独自の専門家委員会を作って実施した。その結果，これまでの画一的な体系が改められ，研究・学
術活動の多様化が実現しているという。
（３）現在の教育・研究環境
かくて現在の東の教育・研究環境は以下のようにまとめられる。東には（ベルリンを除き），１５
大学を含む４６の高等教育機関（行政専門高等教育機関８が付け加わる）と７６の大学外研究機関が存
在し，ここに３万９５００人の研究職が従事している（高等教育機関に２万６０００人，大学外研究機関に
１万３５００人）。前述したように，研究職の人員数は，統一直前から６０％削減されたが，現在の人員
数はドイツ全体の研究職人員数のうち，東の人員は大学で１５％，専門単科大学で１７％，大学外研究
機関で１８％を占める。全ドイツに占める東の人口シェアが１６％であることを考慮すれば，研究者の
密度がドイツ全体のバランスに収束したといえるだろう。登録学生数は２８万６０００人（２００９年）であ
り，ドイツ全体の１５％を占める。学生による大学選考でも東で学ぶことへの偏見はなくなったと見
てよいだろう。
研究業績の評価に関しては，知名度の高い大学や大学外研究機関の評価は概して平均ないし平均
以下であるとされるが，専門単科大学（２１）の評価は概して良好である。特にこのうちの９大学は
ドイツ全体でも研究レベルの評価が高く，東の専門単科大学は全体として西の同種の大学のレベル
を上回っているとされる。総合大学ではとりわけ，ドレスデン工科大学の評価が高い。大学外研究
機関では６機関がドイツ全体でもトップレベルにあるとされ，うち５機関はザクセン州に立地して
いる。他方，公的研究機関に付与される「民間基金融資」（Drittmitteleinnahmen）の東への配分は
１２％と低い。ただし東に優位性のあるエンジニア工学（ドイツ全大学の当該学部教授の２１％が東に
集中）に限れば，関連する融資の１４％が配分されている。各州の指定している研究の重点分野を示
せば，まず東の全州で指定を受けているのが生命・生物科学である。ザクセン州とザクセン―アン
ハルト州では，国家助成のレベルと業績達成度が相関している。また，地球科学，環境学，農業研
究がチューリンゲン州を除く他４州で指定されている。ただし，ブランデンブルク州を除いて，援
助の成果が出ていない。ザクセン州とチューリンゲン州では，情報・通信分野に重点が置かれ，こ
こでも助成が業績向上に貢献している。原料・素材研究・機械・自動車プロセス工学が，ザクセン
州とザクセン―アンハルト州で指定されていて，ザクセン州で高い成果が上がっている。
東の５州の GDPは合計して，ドイツ全体の GDPの１２％を占めるに過ぎないが，科学振興予算
は全ドイツの１６％に達する（２００９年）。このように，東のすべての州が科学振興に西より積極的に
予算を配分しているが，成果については，達成度の地域的バラツキが目立つ。突出しているのは，
ベルリン／ポツダムであり，さらにドレスデン／フライブルクとライプチッヒとイエナ／イルメナウ
を結ぶ中部ドイツの三角地帯である。
２．民間企業の研究・開発活動
民間企業における R&D活動はどうか。DDR 末期にエンジニアないし高度の専門労働力として
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いわば R&Dに就いていた人員（８万６０００人）は，統一後，ほぼ半減し，１９９３年には３万１９９７人に
まで減らした２５）。民営化され再出発した企業のうち，MBO企業では，規模の零細性と資本不足か
ら，R&Dに資金を投ずる余裕はなかったし，西側に買収された企業の場合，効率性の観点から R
&Dを西の親企業に集中し，東の事業所は親企業の「引き延ばされた作業台」に留まり，これまで
のアカデミーや高等教育機関，あるいはコンビナート所属の研究部門との技術開発契約をすべて破
棄してしまったからである。現在（２００７年）に至っても，東の R&D人員は３万１５０９人に過ぎず，
西（２９万３４４人）に比較して大きな後れをとっている。西では従業員１０００人につき，R&D要員は９．１
人であるのに対し，東ではそのほぼ半分（４．５人）に過ぎない。GDPに占める R&D支出でも，西
では２％程度であるのに，東では１％に過ぎない（２００７年）。もちろん地域的バラツキがある。西
では，バーデン―ヴュルテンベルク州（３．６％）を筆頭に，バイエルン州（２．２％），ヘッセン州（２．１％）
が平均以上の支出をしている（この３州は連邦財政調整の拠出州である）。東ではベルリン（１．４％），
ザクセン（１．３％），チューリンゲン（０．９％）が平均ないしそれ以上の地域である。東のトップ３
州の R&D支出を見ても，西の平均を下回っていることは東西格差を明白に示している。
他方，東（ベルリンを含む）の公的な R&D支出（高等教育機関，公的研究所）は，対 GDP比
で１．２％であり，西（０．７％）を凌駕する。東では，R&D投資に関し，民間の劣位を公的支出で一
部補完する形となっているが，これも過渡期の構造的問題であろう。さらに，東には企業からの委
託により応用研究を企業外で行う「工業研究施設」（Industrieforschungseinrichtungen, IFE）とい
う独自の組織が６０社程度ある。ここには DDR のコンビナートでかつて研究部署にいた技術者が集
まっている。この施設は有限会社の法的形態をとっているが，多くは登録会社として民営化された
組織であり，一般に「R&D有限会社」と呼ばれる。東に多い中小企業がもっていない R&D能力
をこの組織が補填する形になっている。この組織は，自己の研究成果のみならず大学や公的研究機
関で発見された基礎研究を現場で応用できる形で（中小）企業に提供するため，両方の結束点とし
て，後述する「ネットワーク」で中心的役割を果たしているとされる。
３．連邦政府のイノベーション振興政策
連邦政府（所轄は連邦経済省と連邦研究技術省）は，既に統一直後より東の R&D活動とイノベ
ーションの促進政策に取り組んでいた。初期の目的は，R&D人員を確保することに置かれた。端
的には，大量解雇の危機に瀕した東の企業内の技術者・研究者の消滅に歯止めをかけることであっ
た。その後，特定のプロジェクトや産学協同の促進，さらに最近では「ネットワーク」形成へと３
段階にわたって，政策目的の重心を移行させてきている。これはとりもなおさず連邦政府の抱くイ
ノベーション哲学の変遷を反映していた。J. ギュンター他の研究２６）に依拠して，各時期の政策プロ
グラムを紹介しておこう。
（１）１９９０年代前半
まず，R&D要員の人件費を援助するため，「人員促進，東」（PFO）（１９９２～９７年）と「R&D人
員拡大促進，東」（ZFO）（１９９０～９５年）の２プログラムが組まれた。これはしかし，新製品開発な
どではなく，単に R&D部署やその人員を維持するという消極的目的をもったプログラムであった。
とはいえ，後に本格化する積極的援助も既に始まっていた。まず，外部への委託研究の促進である。
これはすでに西で実施済み（１９７８～９１年）のプログラムを東にも適用したものであった。「委託研
究と開発，東」（AFO）（１９９０～９４年）とそれを拡張した「委託研究，西と東」（AWO）（１９９１～９６
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年）がそれである。AFOは，東の企業に対し，西も含めた全ドイツの研究所への研究委託を促進
しようとし，AWOではより東に特化して，全ドイツの企業に対し，東の研究所への研究委託を促
進しようとした。AWOにより恩恵を受けたのは，既に紹介した「R&D有限会社」であった２７）。次
に，特定の R&Dプロジェクトへの直接融資があった。これは，既に西において１９８０年代から実施
されていた２プログラムが東にも適用された２８）こともあるが，東に特化したプログラムとして，「市
場準備工業研究」（MVI）（１９９０～９７年）があった。これにより特に中小企業と外部研究機関が援助
された。さらにこの時期に，技術志向型企業の開業を促進するため，西をモデルにしたインキュベ
ーターも導入された２９）。ところで，１９９０年代の前半は DDR の生産基盤であった製造業が壊滅的打
撃を受け（１９９１～９３年の間に製造業雇用の３分２が失われた），その危機感から，従来の工業基盤
を維持する議論（「立地論争」）が沸き起こっていた。イノベーション促進の議論はこの「立地論争」
の陰に隠れてしまった。単に R&D要員の職場を確保する政策は，実際に成果も上がらなかったし，
資源配分の歪みを助長するリスクがあった。それにもかかわらず PFOは１９９８年以降も「R&D特別
プログラム」として継続され，それが２００３年まで続いた。現在の視点からは，促進すべきプロジェ
クトを特定した政策への切り替えをもっと早期に進めるべきであったとの評価が下されている３０）。
（２）１９９０年代後半
１９９０年代後半になると，地域レベルでの企業間，また企業と研究機関の間の協調，連携が弱いと
の認識から，ここでの結合関係を促進するための政策が前面に出てくる。これは，ドイツ全体，さ
らにヨーロッパ全域で見られるイノベーション政策の転換に連動する動きであった。工業と公的研
究機関との産学協同の試みは，ドイツ全域で，例えばプログラム「研究協調促進」（FOKO）とし
て１９９２年より始まっていて，東にも適用されたが，未だ本格的ではなかった。連邦政府は，東にお
いて，この動きに積極的な個々の企業と研究機関の特定の結合だけでなく，一地域全体のイノベー
ション力を強化しようとした。これはハイテク工業の地域的集積を意図したのであり，クラスター
形成にも通じる政策であった。ドイツ全域で最初（１９９５／９６年）に導入されたプログラムが，「ビオ・
レギオ」（BioRegio），「イノ・レギオ」（InnoRegio）であり東にも適用された。ただしこの時期で
も，統一後の需要回復過程にある地域ではイノベーションといっても新製品や新生産方法の模倣が
主であったとされる３１）。
（３）２０００年代以降
１９９０年代末以降，個別プログラムの産学協同が継続されつつも，「ネットワーク」と称される枠
組み形成へのパラダイム転換が起こってくる。これは研究・イノベーションに関与する多様なプレ
ーヤーを長期的に結合させようとするものである。産学協同との違いは，例えば「ネットワーク」
のインフラ改善に資金援助をしたり，２００２年に始まる「ネットワークマネージメント，東」（NEMO）
のように，マネージメントの外部委託に資金援助する点にあった。これもヨーロッパ全域で生じた
政策転換であり，科学的知見をいち早く商品化し，激化するグローバル競争に対応する意味がある
とされる３２）。ドイツが，この「ネットワーク」政策に関与するのは，予算制約がますます強まる中
で，産学協同へのシナジー効果と一層の知識トランスファーを期待してのことであったとされる。
以上に見たように，連邦のイノベーション促進政策は，その目的を少しづつずらしながら，３段
階にわたって進んできた。現在では，東に限って導入された複雑きわまる多様なイノベーション促
進プログラムが簡素化され，西にも拡張されるケースが増えている。その良い例は，中小企業向け
の「中間層イノベーション全国プログラム」（ZIM）である。体制転換に伴う東に固有の成長障害
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は最早解消されたと見なす論者が多くなり，イノベーションの進展についても，東を特別扱いする
理由はなくなってきたのであろう３３）。
3．地方自治体の財政問題
イノベーション推進政策に見られるように，中央の行政府が投資誘導を通じて東で新たな産業集
積に介入することに対して，秩序政策の観点からの批判が当然ある。立地決定に関しては，「補完
性原則」が貫かれるべきであるという批判だ３４）。ドイツにおいて，地方のインフラ整備の立案とそ
の実現に際しては，「補完性原則」のもと，地方自治体（市町村，都市，郡）が決定的な権限をも
ち，実施主体としての役割を果たしている。東でも地方自治権が復活し，DDR の負の遺産（イン
フラの悲惨的状況）から回復するため，地方自治体が，上下水道の整備，道路網建設，地域交通機
関の運営，土地開発，住宅建設などにあたった。同様に地方自治体は，都市建造物の修繕，歴史的
建造物の保全，都市景観の設計でも重要な役割を演じている。こうした地方自治体によるインフラ
の整備は，これまでにかなりの成果を上げ３５），東の経済復興の大きな要因であったが，当然，財政
状況による制約を受ける。現在，東の地方財政は深刻な問題を抱えている。歳入面では，自主財源
の不足による財政収入の脆弱性であり，歳出面では，過剰な公共サービスと社会給付の増大である。
それは住民一人当たり債務の高さにも現われている。
１．地方財政構造
東の地方自治体の歳出と歳入のそれぞれの費目の大きさが統一後どのように推移したかを，西の
地方自治体のそれぞれの費目の大きさと比較したM．ローゼンフェルトの研究によると，東の地方
財政の抱える構造的問題が明らかになる３６）。歳入には基本的に地方税，交付金，地方債がある。歳
出を今おおまかに，投資，人件費，経常移転と分けておく。歳出，歳入におけるそれぞれの費目（住
民一人当たり）の大きさにつき，西（＝１００％）を基準にして東のこの２０年間の推移を見てみる。
出発点において東西間の乖離は致し方ないだろう。
まず歳出について。東の人件費の高さ（１９９２年，対西で１５０％ほど）がしばしば問題視されてき
たが，それは，公務員給与自体が西より高いのではなく，住民数に比し公務員数が比較的多かった
ためであった。この間大幅な人員削減があり，いまや（２００７年）西とほぼ同じレベルに落ち着いた。
経常移転には，自治体の社会福祉関連の支出が入る。１９９０年代，連邦の失業対策（積極的労働市場
政策など）により東の地方自治体の負担は肩代わりされ，この費目は西より低かったのであるが，
政策縮小により，東の地方自治体も西と同様の負担を強いられるようになった。２００５年以後では経
常移転は西のレベルを若干上回る程度である。投資は１９９０年代には対西で１５０％を超えるほどであ
ったが，その後漸次的に西のレベルに接近している。このように，歳出の各費目の大きさは住民一
人当たりに換算して西と大差なくなってきている。
他方，歳入項目では，西との差異が際立ったままである。東の地方自治体の歳入構造の特徴は税
収基盤が弱く，上位自治体からの交付金への依存が高いことである。住民一人当たり税収はこの間，
西のレベルの５０％以下にずっと留まっている。比較的裕福な都市連合の場合でも，ルール地方の構
造不況の都市との比較でさえ，税収は３分１程度劣るとされる。これと正反対に，州から地方自治
体に投資目的で交付される補助金（交付金）が西の場合に比し，住民一人当たりで見て際立って多
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い。１９９０年代末には対西で３５０％を超えるほどであったが，その後低下傾向にあるとはいえ，一貫
して２５０％を超えている（２００７年現在）。交付金は本来の投資への充当はもちろん，一定の比率で経
常支出に回すことも出来る３７）。東の地方自治体の全歳入に占める交付金のシェアはほぼ５６％（西で
は３４％）であり（２００７年），交付金への依存が東において隈なく広がり３８），恒久化している。「地方
自治体の歳入は租税を中心とし，交付金は一時しのぎに，債務は最小限に」という地方税原則３９）の
観点に立てば，東の現状は明らかにこれを逸脱している。交付金への過度の依存は，地域の住民と
政策決定者の財政規律を緩ませ，過度のインフラ建設や非効率な資金流用に走らせやすいことが指
摘されている。政策決定者は，可能な限り交付金枠を使い切ろうとする誘惑に駆られやすいが，自
分たちの拠出分（交付金は提供側と受領側との共同負担）や，完成インフラの将来の維持管理コス
トを軽視しがちになる。このように推測すると，本来，地方自治体間の財政格差を是正し，自治体
の必要最低行政水準を保障する機能を期待された交付金制度が，そのサービス提供を非効率にし，
ひいては東の経済復興を歪めてしまうリスクを孕んでいるかもしれない。
債務についても東は西より問題が多い。統一後の出発点において東の地方自治体は DDR の住宅
政策により生じていた負の遺産を引き継がなければならなかった。「プラッテンバウ」と呼ばれる
一般には魅力の乏しい集合住宅は低質の上に供給不足で，コストを補填出来ない低家賃政策のため
住宅経営は新生ドイツの地方自治体が引き継いだ時点で既に破綻していたのである。統一後の都市
住宅政策にも問題が多く４０），それが都市財政悪化の一因となっている。現在，東の地方自治体の抱
える住民一人当たりの債務は，統計上は西のレベルと変わらないが４１），地方自治体の運営する事業，
特に公営住宅の中長期の負債を含めれば，東の債務は西を上回るとされる。特に郡に属さない都市
の場合に負債がより多いとされる４２）。
２．地方租税構造
東の地方自治体の財政問題が西に比べ深刻である背景には，ドイツ全体の租税構造の問題も関係
している４３）。ドイツ地方財政における自主財源は主として営業税と所得税（共同税）であり，そこ
からの収入に多くを期待できない東の地方自治体は構造的に歳入不足に陥りやすいのである。一般
にドイツの租税構造が地方財政に不利となっている事情として以下の点が指摘されている４４）。営業
税は自治体の境界内に立地するすべての事業所が必ずしも払う税ではなくなっていること，地方税
としての土地税の負担が軽いこと，財政状況に応じて地方自治体が自主的に徴税率を変更できる徴
税自主権（Steuerautonomie）が認められるのは営業税と土地税のみであること４５）などである。営
業税の収入は当然，景気感応的であるので，地方税原則としての「安定性原則」を満たさない。
東の地方自治体の税収構造を西と比較したローゼンフェルトは，この点でも東の地方財政の脆弱
性を指摘している。税目には，所得税（自治体取り分），売上税（自治体取り分），土地税，
営業税，その他の税がある。２００７年時点における地方自治体の全税収に占める税目構成は次の
ようであった。東では，２５．３％ ７．６％ １９．６％ ４６．５％ １．１％であったのに対し，西
では，３５．３％ ４．４％ １３．７％ ４５．７％ ０．８％であった。東西間で税収構造に顕著な違
いが見られる。土地税のシェアが東では高い。財政学によれば地方税は不動産税のような税源の移
動性の少ない租税のほうが良いとされるが，負担の少ない土地税のシェアが高いことは税収総額の
低さを示すものだろう。営業税シェアは東西間でほぼ同様であるが，税収が景気動向に左右されや
すく不安定なこの税目に多くを依存している事態は東西間で変わりはない。売上税シェアは東では
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西の２倍であるのに対し，所得税シェアは１０％ポイント東のほうが低くなっている。所得税シェア
が東で低いのは，東の失業率の高さ，営業収益そのものの低さを繁栄しているだろう。また，所得
税は中央と地方の「共同税」であり，地方自治体の取り分は１５％であるが，全ドイツではなく，地
方自治体の属する各州の所得税収入に対して１５％の取り分であるため，東西の経済力格差が東の地
方自治体の所得税収入の低さに結びついてしまう。地方自治体の財源が景気変動に影響を受けやす
い所得と企業収入に多くを依存し，景気変動と無関係な租税が州や連邦に帰属してしまう現在の租
税構造は，統一以前の旧西ドイツにおいて展開したシステムであるが，それが経済力の弱い現在の
東の地方自治体財政を困難に落としめている。従って，東の地方財政は，既に見たように，交付金
に頼らざるを得ない状況になっている。しかし，これまで財政援助を可能にしていた東への特別援
助（「連帯協定」）が２０１９年に期限切れとなるため，これまでのような交付金に依存する財政運営
は不可能となる。地方自治体の財政再建は待ったなしの状況となっている。
３．地方財政の再建
財政再建にあたり，東の自治体には，税源の徹底的洗い出しとコスト削減が求められている。東
の自治体は財政基盤が脆弱であるにもかかわらず，過剰な行政サービスを提供しているという批判
が多い。具体的課題としては以下の点がしばしば指摘されている。人件費の削減はこの間かなり進
んでいるが，さらなる行政の効率化のために，自治体の統廃合による広域行政を実現する議論があ
る。もっとドラスチックな提案は西の州に比べ規模の小さい東の５州を３州程度に再編成しようと
するものである。この提案はコスト削減の効果について賛否両論あり，実現の方向性はまだ見えて
いない。自治体事業の民間への売却は，既にザクセン州が試みているが，一回限りの売却収入を得
ても，果してそれが自治体財政の恒久的な負担軽減になるかどうか注目されている。逆に，自治体
が自己の運営事業を「金のなる木」として手放さないことについては批判が多い。ここからの収益
は地域住民に還元されるべきと考えられているからである。都市の住宅政策の失敗については既に
述べたが，歴史遺産建造物の保護も都市財政にとり過大な負担となっているようだ。DDR 時代に
消滅の危機にさらされた遺産の保護は，東の復興を象徴する事業として多くの国民に歓迎された。
その証拠に，歴史遺産として登録された建造物の数もその保存のための公的支出も東は西をはるか
に凌駕している。遺産建造物の家賃は高額のため，たとえ税制面で優遇されたとしても，こうした
物件を有効に活用することは困難になっているという。財政負担を考慮すれば，批判を覚悟の上で，
事業の縮小は不可避であるとの指摘もある４６）。同様の問題は，文化，芸術，スポーツ，レジャーな
どの保護，振興政策についても当てはまる。東の地方自治体は，これまで地域の文化施設やレジャ
ー施設への入場料を低く抑えてきたが，その引き上げや新税の導入などを検討すべきであるという
意見もある。さらに環境政策として，旧い建造物でのエネルギー節約措置が補助金により奨励され
ているが，これが費用対効果の点で非効率になっていることへの批判もある。
以上の政策の転換は地方財政の再建にとっては微々たる効果しかもたないが，冷徹な経済の論理
を社会的要請を犠牲にして東の人々が受け入れられるかどうかの試金石にあるであろう。
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4．人口動態上の問題
１．人口減少
東の将来の経済発展にとり最大の障害と見なされるのは人口減少の問題である。ドイツ全体でも
２０１１年現在，過去１０年で人口は１％減少しているが，東の人口減少はさらにすさまじい。ベルリン
を含めた東の人口は，統一直前（１９８９年）に１８６０万人であったが，現在（２００９年）は１６５０万人にま
で減少した。この２０年間にほぼ２００万人（１１．３％）人口が収縮しているのである。人口減少の原因
は，自然減と住民の域外への流出超過である。
（１）まず人口の自然減（出生―死亡）であるが，この２０年間一貫して続き，延べ１４０万人程度の
減少となった。平均寿命は延びて（５．８年）いるが，死亡数に出生数が追いつかないのである。東
の新生児は統一前（１９８９年）に住民１０００人当たり（以下同様）１２人であったが，１９９０年に急減し，１９９４
／９５年に５．１人と底に達した。その後漸増しつつあり，２００７年時点で西（８．４人）より僅かに少ない
７．６人に達している４７）。同時に出産年齢の高齢化も進んでいる。妊婦の第１子出産年齢は２３．４歳
（１９７５年）から２８．２歳（２０００年）に引きあがった。子供を持たない夫婦が増大したり，晩期出産が
増えた理由として，社会主義期と異なる政府の子育て政策への不安であったり，西側の生活スタイ
ルへの適応であったことが指摘されている４８）。
（２）次に，住民の域外への流出超過について。１９８９年以後の３年間に東の若者が西に大量に流
出した。東の人口の流出入は，その後５年間（１９９２～９６年）東欧など諸外国からの流入もあり（外
国人の東への流入はこの２０年間でほぼ７０万人），ネットで若干の流入に転ずるが，その後は今日ま
で一貫してネットでの流出となっている。流出の７５％程は西に向かったとされる４９）。特に，１８～２５
歳の女性の西への流出が顕著であった５０）。男性の流出でもこの年齢層が一番多かった。出産適齢期
の人口コーホートの流出は人口の自然減の原因でもあった。
将来の東の人口予想はまことに悲観的である。確かに東からの人口流出は，最近では顕著に減っ
ている。東での経済発展と雇用や教育の機会改善にともなって，今後流出人口が戻ってくる可能性
についても各種の調査で予想されている５１）。しかし，出産適齢期のコーホートの減少のため今後の
出生数の落ち込みは確実であり，人口の自然減はさらに進行する。連邦統計局によれば，２００８年か
ら２０３０年の間に，ドイツの新生児数は西で１０％，東では３分１以上減るとされ，人口は西で５．７％，
東ではさらに１５％減少することが見込まれている５２）。
（３）１８歳人口と６５歳人口は，これまでパラレルに減少していたが，統一後２０年の現在，ともに
底に達した。１８歳人口の現在の急落は統一ショック時の出生率の急低下の影響が今になって出現し
たためであり，６５歳人口の急落は第二次大戦直後の出生率低下の影響の出現である。１８歳人口の今
後はある程度の期間，現水準でコンスタントに推移するであろうが，６５歳人口には今後，戦後ベビ
ーブーマー層が次々に到達するので，この両世代のシェ－レはますます拡大していく。高齢化社会
の到来が東では西より一層急速に進むのである。東の全人口に占める２０歳未満人口は，１９９５年には
２２％であったが，２００２年には１７％に減った。他方，６５歳以上人口は，この間２０％程度とコンスタン
トであったが，２００５年以後上昇に転じ，２０３０年には３５％（西は２９％）に達すると予想されている。
これに対し，就業可能人口（１５～６４歳）は２００８年の１０９９万７０００人から２０２５年には８８３万９０００人に縮
小すると見られている５３）。
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２．人口動態の影響
こうした人口の減少と高齢化による影響のうち，特に懸念されているのが，労働力の供給不足で
ある。東の企業にとって，とりわけ高度の人材の確保が難しくなることが予想されるのである。そ
してその影響は既に出ている。２０１１年において，東の企業は経済成長を背景に新規に３９万４０００件の
求人を募集したが，２３％は充足されなかった。充足されなかったのは，製造業の R&D部門や企業
向けサービス分野であったという。特に中小企業において高度人材の確保が困難になっているとい
われる５４）。（統一ショックの混乱の収まった１９９０年代後半以後今日にまで至る東西ドイツの労働市
場を比較した研究によれば，この間にすでに東の高度人材が西に転出している事実が伺える。）同
時にまた，労働需要も減少することが指摘されている。社会の高齢化は消費の質と構造を変化させ
るであろうし，人口減少は公共投資や民間投資を減らしていくであろうからである。過剰になった
住宅やインフラが取り壊されることもありえるだろう。人口減少過程で東では域内の都市への人口
集中が進んでいる。農村にはない都市での就業機会と生活水準の高さを求める若い女性の移住が多
いとされる。今後，農村地域の人口流出に対応する政策が求められるだろう。
人口動態から生じる将来の労働力不足，とりわけ専門労働力の不足に対する危機感が，政策当局
の間に強く認識されていることは，政府レポートにはっきりと現れている。政府の委託研究により，
いくつかの州では専門労働の雇用状況と今後の見通しに関する「専門労働力必要度調査」
（Fachkräftebedarfsstudien）が実施，報告され，論争が起こっているという５５）。こうした中で，今
後の対応として，若者の職業訓練（Ausbildung）の充実，女性の就業率の向上，高齢者の潜在能力
の活用さらに外国人労働力の採用の問題が提起されている。
（１）若者の職業訓練の機会を増やすことに関しては，専門家からも，そうした努力を公的機関
がもっと果たすべきであるとの意見がある５６）。また東の学校では中途退学者の割合が西より高く，
その防止策も求められている。職業訓練では，２０１０／１１年において，提供数９万４３４９件（前年比６．５％
増）に対し，応募数は８万９９７１件（前年比５％減）であり，数字上では訓練機会が不足しているわ
けではない５７）。特に企業からの職業訓練機会の提供が増えているとされ，経済の好転を反映してい
ることがうかがえる。ただ応募する若者の人数が人口動態の変化から減少しているため，提供機会
が未充足になっているという。
（２）女性の活用を促進することについては，東の条件は整っているので政策効果は大きいと思
われる。東では伝統的に女性の就業意欲は高い。家庭事情で就業を中断していた女性が就業に復帰
する場合，西ではパート労働に就くことが多いが，東では，中断期間も短く，フルタイムでの復帰
がしばしばであるという。これは東の女性のフルタイムでの就業率（２０１０年，６６％）の高さに現わ
れている（西は５１．４％）。これを可能にしているのは東では託児施設が整っているからである５８）。
東でパート労働に就いている女性の大半は完全就業の職場を希望するがかなわず，やむを得ずパー
トを選択しているとされる。東の女性の週平均労働時間（３３．５時間）は，男性（３８．３時間）よりま
だはるかに劣る。従って，女性の活用の促進は，「無言の予備軍」（Stille Reserve）（景気悪化のた
め就労意欲を失った主婦など）を再雇用するといった月並みなものではなく，女性の希望に合わせ
て完全就業者を増やすことでなければならないと指摘されている５９）。
（３）高齢者は的確な継続職業訓練（Weiterbildung）を施すことによって，職業能力を高める可
能性があると見られている。人口動態の変化により，職場でも高齢化が進んでいて，東では，今や
（２０１１年）３分１の就業者が５０歳以上であるとされる。同年に継続職業訓練を始めとする高齢労働
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者対策（その他に，年齢に応じた職場の配置変えや健康管理など）を採った東の企業は５分１に達
するという。政府はこうした対策がとりわけ中小企業で採られるように助言サービスを提供してい
る。
（４）外国人専門労働者の活用の是非をめぐり，東の社会は必ずしも一枚岩ではないように思わ
れる。ドイツ政府は国内労働者のポテンシャルを徹底して利用するとともに，外国籍の専門労働力
にも依存せざるを得ないという立場をとっている。２０１１年５月から始まった東欧８カ国の労働者へ
の移動の完全自由化の付与もその一環であるし，外国の専門労働者が自らの職業資格をドイツで認
められないという問題があるため，「外国で取得された職業資格の確定と承認を改善するための法
律」（２０１２年４月）も制定された。ドイツ在住の移民外国人に対しても資格取得への応募と職業教
育の修了を容易にする法律が制定されてもいる。さらに大学人やそれと同等の資格者のドイツへの
入国を容易にしたり，不足しているエンジニア，IT 専門研究者，医師に対し，年間最低所得（３
万５０００ユーロ程度）を保証したりしている。その他，外国人留学生，職業訓練途上の外国人，外国
人自営業者，外国人起業家の処遇改善も行われるといった具合である。これに対し，現場責任者な
どへの聞き取り調査では，外国人専門労働力の採用拡大には高い優先順位が与えられていない６０）。
東では外国人留学生は増加しているが外国人比率は西よりまだ低い。ザクセン州での右翼政党 NPD
の議席獲得に見られるように外国人への偏見は西に比べまだ衰えていないこともあるだろう。
高度人材の確保に躍起になっている風潮に対し，覚めた見方をする研究者もいる。ラーグニッツ
によれば６１），現在の東の経済構造では高度人材に対して十分な需要がないので，そうした人材は西
に職場を探さざるをえないという。「専門労働力需要調査」の論調も多くは，調査時点において東
で顕著な専門労働力不足は認められないというものであったとされる６２）。
まとめ
製造業に関しては西からの投資により民営化された企業の回復が見られる。西に経営中枢が立地
し東に支店網が作られる形での東西ドイツの経済融合が進んでいる。その意味で，しばしば指摘さ
れるように，西の経済動向が東の経済発展の行方を強く左右すると思われる。東ではまた，伝統的
な立地の優位性を生かした既存工業がブランド力を生かして復活している。同時に立地条件の制約
のないイノベーション型の新興産業の移植が精力的に進められている。ただしこの分野は世界大で
の技術革新競争が展開され，経営の盛衰が激しい。東の企業規模の小ささや経営の国際展開の弱さ
もあり，今後の発展は楽観視できない。
サービス経済化のもと，消費者向けサービス，観光業が広がりを見せている。ただし，この分野
は人口減少の制約を受けざるを得ない。企業向けサービスの進展は，元来，生産活動に付随する現
象であるので，生産活動の拡大が滞れば，ここに成長の牽引役を求めることはできないだろう。
教育・研究機関の質的，量的転換により，知識と人材を生み出す環境は整ってきた。連邦政府に
よるイノベーション振興のためのバックアップも，紆余曲折を経つつも，企業と研究機関の結合，
地域の「ネットワーク」形成という西でも適用可能なレベルにまでたどり着いた。ただし民間企業
での R&D活動は，西に比べまだ劣位にあり，公的な研究機関の拡充によって補完されるという，
過渡期に特有の問題もある。
今後の東の経済発展を制約するであろう目下の最大の困難は，地方財政の脆弱性と人口減少の問
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題である。東の地方自治体は地域インフラの整備や都市再開発，社会サービスの給付などまさに「東
部復興」の最大のアクターであった。「東部復興」を可能にしたのは連邦をはじめ，上位の自治体
から市町村に交付された大規模の交付金であったことは間違いない。西に比べた経済力の弱さのた
め，自主財源が脆弱なまま，東の自治体は交付金への依存を恒常化させている。そもそもドイツの
租税構造が東の地方財政には不利に働くという構造問題もある。東の地方自治体は，財政規律の緩
みから非効率な投資を増やして，過剰なまでのインフラストック（住宅を含む）を抱えている。今
後，連邦の特別財政援助（「連帯協定」）が減額され，２０１９年には廃止されることが確実な状勢で，
自立的な財政運営にどう転換するのであろうか。それが困難な課題であることは間違いない。
人口減少はさらに深刻な問題である。今後２０年間において，毎年ほぼ１０万人の人口が減り続ける
と予想される社会の未来がどうなるのかは，想像もつかない。若者の流失は経済発展によって食い
止めることが出来る。事実，東から西への労働力移動は沈静化しており，東欧からの移入を考慮す
れば労働力のネットでの流入超過になる可能性もある。問題は人口の自然減である。その影響はこ
こに示されたような労働市場の問題にとどまらず，もっと社会的インパクトの大きい問題であるは
ずだ。
本稿は平成２４年度専修大学中期研究員（研究課題，統一ドイツ経済の現状と構造的問題）の研
究成果の一部である。
注
１）ドイツ統一に対するドイツ人一般の熱気と研究者の興味は急速に薄れているが，統一後２０年を契機に，
多くの状況分析が行われた。東西ドイツの経済指標を簡潔に比較したものとして，J. Ragnitz, S. Scharfe,
B. Schirwitz, Bestandsaufnahme der Wirtschaftlichen Fortschritte im Osten Deutschlands １９８９―２００８
（Gutachten im Auftrag der INSM-Initiative Neue Soziale Marktwirtschaft GmbH Köln）,２００９. 関連文献
を整理し，現場関係者（企業，経済団体，銀行，行政，政治など）へのアンケート調査を報告したも
のとして，E. Holtmann, J. Ragnitz, K. Völkl, Ostdeutschland２０２０, Die Zukunft des “Aufbau Ost” がある。
政府の年次報告として，Bundesministerium des Innern, Jahresbericht der Bundesregierung zum Stand
der Deutschen Einheit が２０１２年現在でも刊行が続行されているが，『経済諮問委員会報告』（Jahresgutach-
ten des Sachverständigenrates zur Begutachtung der gesamtwirtschaftlichen Entwicklung）では，２００４／０５
年版で統一の結果について詳細な報告をして以後，その後の『報告』ではこのテーマに関する言及は
ない。
２）東の「メッツォジョルノ化」の可能性を検討したものとして，A. Bolthe, W. Carlin and P. Scaramozzino,
Will East Germany become a New Mezzogiorno? in : Journal of Comparative Economics,２４,１９９７を参
照。また拙稿「旧東ドイツ経済と『メッツォジョルノ問題』―地域経済格差とその収斂―」『専修経
済学論集』第３３巻，第１号，１９９８年。
３）拙稿「統一後２０年のドイツ」，鈴木，野口篇『変貌する現代国際経済』２０１２年所収。
４）K.-H. Paqué, Die Bilanz. Eine wirtschaftliche Analyse der Deutschen Einheit,２００９.
５）K. Brenke/K.F. Zimmermann, Ostdeutschland２０ Jahre nach dem Mauerfall : Was war und was ist
heute mit der Wirtschaft?（Vierteljahrshefte zur Wirtschaftsforschung, Deutsches Institut für Wirtschafts-
forschung）,２００９.
６）Institut für Wirtschaftsforshung Halle, IWH（Hrsg.）, Wirtschaftlicher Stand und Perspektiven für Ost-
deutschland. Studie im Auftrag des Bundesministeriums des Innern,２０１１.
７）U. Ludwig, Aus zwei Volkswirtschaften mach eine―Strukturelle Brüche und Disparitäten im Aufhol-
prozess der ostdeutschen Transformationswirtschaft, in : IWH（Hrsg.）,２０ Jahre Deutsche Einheit. Von
der Transformation zur europäischen Integration.（IWH-Sonderheft）３／２０１０. 本文の数値データは断りの
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ない限り，この研究報告より引用した。
８）K.-H. Paqué, Hat die deutsche Einheit die soziale Marktwirtschaft verändert? Eine Zwischenbilanz１９９０―
２０１０, in : W. Plumpe/J. Scholtyseck（Hrsg.）, Der Staat und die Ordnung der Wirtschaft. Vom Kaiser-
reich bis zur Berliner Republik,２０１２, S.１８２.
９）ただし，ユニット・レーバー・コストの低下には，東では資本集約度（就業者一人当たりの資本スト
ック）の高い製造業が多い部門構成になっているという事情があることに注意。２００７年の東の生産分
野での資本集約度は西より６分１高い。IWH（Hrsg.）, Wirtschaftlicher Stand und Perspektiven für Ost-
deutschland, S.２３. それには，東の製造業が，完成財ではなく，中間財に多く特化している事情が関
係している。例えばソーラー発電の集中はその典型である。こうした産業の集中する州は，ザクセン―
アンハルトとブランデンブルクであり，生産性の西へのキャッチ・アップも高い。
１０）K.-H. Paqué, Die Bilanz. S.１６７.
１１）ブランデンブルク州ラーテノウ市の眼鏡製造について。ハレ（ザーレ）で研修したラーテノウの牧師
J.H.A.ドゥンカーが創設した王立特権会社が起源。ドゥンカーは自ら特許申請した研削盤をもと
に，１８０１年，光学機器装置製造のための王立特権を得た。これが１９世紀後半に一大工場に発展し，２０
世紀初頭にはラーテノウは「光学産業の都市」としての名声を確立。DDR 期には１９４８年に国営企業
としてのラーテノウ光学工場（ROW）が成立，１９００人の従業員を擁した。これと別に同産業の民間経
営が存続していたが，１９５８年，これらは「ドゥンカー生産共同組合」として合併され，さらに国有化
を強制され，最後に国営工場のコンビナート「カール・ツァイス・イエナ」に編入された。このラー
テノウ工場は従業員４４２０人を擁し，DDR で唯一の眼鏡メーカーであった。統一後コンビナート ROW
は信託公社の管理下で３分割され，人員が大量解雇され，２２経営，従業員９００人にまで縮小した。そ
の後，フィールマン（Fielmann）株式会社による買収，関連会社（眼鏡レンズ生産）のエッシラ （ーEs-
siler）有限会社の設立が続き，光学機器都市ラーテノウの復活が始まった。専門職養成のための「技
術センター」（インキュベーター）が作られ（１９９８年），様々な企業ネットワークも生まれている。そ
の他眼鏡技術博物館の設置や業界関連の催物などイメージ作りも行われている。IWH（Hrsg.）, a.a.O.,
S.２５.
１２）１８４５年，当時のザクセン政府が，貧困地域エルツゲビルゲの産業振興のため，時計工 F.A.ランゲの献
策を受け，同地域のグラースヒュッテに模範工場を設立したのが起源。この工場の出身者が時計の分
業製作のためのアトリエをこの地に築き，発展させた。第二次大戦前，ここの製品は既に世界的名声
を博すまでになっていた。戦災とデモンタージュを受けたが，その後，国営「グラースヒュッテ時計
工場」が設立され，従業員２０００名を擁し，腕時計，タイムカード用時計を製作し，伝統を継承した。
統一後この国営工場は解体され，１９９４年には従業員１００人以下の経営に縮小された。その後，外国か
らの投資，またスイスの時計メーカーの関与により新工場が設立されてくる。高級化，限定生産の経
営方針が功を奏し，グラースヒュッテ時計産業の伝統が現在復活している。２００８年時点で，同市の工
業従事者１７７０名のうち，時計工業関連は１０００人である。IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.２６.
１３）Bundesministerium des Innern, a.a.O., S.２３より。
１４）２００９年のライプチッヒ住民一人当たりの GDPは２万６３０２ユーロ，州内の農村地域であるザクセン・
スイス・オステルツゲビルゲでは１万７００７ユーロであった。因みに，農村地域相互の域内格差は東で
は少ない。Bundesministerium des Innern, a.a.O., S.１２.
１５）ライプチッヒの住民一人当たり GDPは，比肩しうる西の都市ニュルンベルクの GDP（４万４４２４ユー
ロ）の５９％であった（ebd.）。ベルリンを，比肩しうる西のハンブルクと比較すると格差はもっと大き
い。ベルリン市は州間財政調整で最大の補助金を受け取る自治体（都市州）でありながら，これまで
その規模と重要性に見合った経済の牽引役を果たしていないことが批判されている。IWH（Hrsg.）, a.
a.O., S.５６.
１６）K. P. Möller, Nichts produzieren und trotzdem gut leben. Standort Deutschland ohne Industrie?１９９６.
１７）IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.２１.
１８）K.-H. Paqué, a.a.O., S.１３６.
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１９）Ebd., S.１３４.
２０）Ebd., S.２０８.
２１）この考えは，T. ハルナック（Theodosius Harnack）に由来し，「カイザー・ヴィルヘルム協会」はこ
うして誕生したものであり，ソ連のモスクワとレニングラードのアカデミーはこの考えを踏襲してい
るといわれる。DDR のアカデミー組織はソ連にならったものであるが，もともとは自国にあった伝
統的思考であった。D. Simon, Lehren aus der Zeitgeschichte der Wissenschaft, in : J. Kocka und R.
Mayntz（Hrsg.）, Wissenschaft und Wiedervereinigung. Disziplinen im Umbruch,１９９８, S.５１８.
２２）こうして学術予算が東にも配分されたため，ドイツ全体での研究活動が希釈され，西の研究組織が打
撃を受けたことについて，D. Simon, a.a.O., S.５０９f. を参照。
２３）「学術審議会」会長の D. Simonは，「DDR の学問体系の排除であり DDR 研究者のほぼ全員のキャリ
アの終焉または変更」であったと回顧している。Ebd.
２４）IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.４７.
２５）IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.５１.
２６）J. Günther, K. Wilde, M. Sunder, Im Fokus : ２０ Jahre Innovationspolitik : Vom “nackten Überleben”
zur Hightech-Forderung in Ostdeutschland, in : IWH, Wirtschaft im Wandel,２／２０１０.
２７）この研究機関が１９９２年までに実施した委託研究の６２％が AWOの促進プログラムによるものであった。
Ebd., S.７６.
２８）「工業共同研究」（IGF）（１９９０年～継続中）と「イノベーション促進プログラム」（IFP）（１９９１～９８年）
である。
２９）連邦レベルでの開業促進政策は，その後継続されたが，東では目立った成果をあげることがなかった。
ドイツ全体でも２００３年以降この政策は消滅する。起業家への資金援助と相談サービスは州のプログラ
ムに切り替わる。Ebd., S.７８.
３０）Ebd., S.７７.
３１）Ebd., S.７９.
３２）Ebd., S.７８.
３３）東に限定される政策も若干であるが残っている。一つは「イノベーション能力，東」（InnoKom Ost）
（２００９～１３年）である。これは，西より東に多い IFEに対する援助であり，研究成果の商品化に支援
を限定する。Bundesministerium des Innern, a.a.O., S.２９.さらに連邦教育研究省による「企業・地域」
（Unternehmen Region）プログラム系に属する５プログラムがある。
３４）K.-H. Paqué, a.a.O., S.２４１.
３５）基礎的インフラと住宅整備では，西とほぼ同様の水準にあり，保育所（Kitas），劇場などは西のレベ
ルを上回るといわれる。IWH（Hrsg.）, S.８１.
３６）M. T. W. Rosenfeld, Kommunalfinanzen in Ostdeutschland―Entwicklung, strukturelle Probleme und
mögliche Lösungsansätze―, in : IWH, Wirtschaft in Wandel,２／２０１０の研究に依拠している。
３７）「配分比交付金」（Schlusselzuweisungen）の制度による。
３８）もちろん東域内での地域差がある。２００７年時点で，投資交付金の最大の受領州はブランデンブルク州
（住民一人当たり，２５７．４ユーロ）であり，ザクセン州（２３０．２ユーロ）がこれに次ぐ。最低はチュー
リンゲン州（１８４．１ユーロ）である。興味深いことに，交付金を多く受領している州は，東の中で税
収の高い州である。２００７年時点で，住民一人当たり税収の最も高い州はザクセン州（５０１．６ユーロ）
であり，ブランデンブルク州（４８０．５ユーロ）がこれに次ぐ。これは交付金受領に伴う自己拠出分の
負担能力が関係していると見るべきであろう。M. T. W. Rosenfeld, a.a.O., S.１１７.
３９）M. T. W. Rosenfeld, a.a.O., S.１１４. 地方税原則については，神野直彦『財政学』２００２年，２９８頁を参照。
４０）統一後，東では，宅地開発が進められ，都市内の既存の集合住宅の修繕または新築，また戸建ての住
宅建設に補助金が支給されたため，住宅不足が一気に解消され，逆に供給過剰となってしまった。空
室が増えたが，それは「プラッテンバウ」や未修繕の老朽住宅に集中した。こうした老朽建築は都市
中心部に多く立地していたため，都市財政は苦境に陥ってしまう。戸建て住宅の新築や住居取得は都
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市郊外に多く求められたため，中心部での税収が落ちてしまったからである。地方自治体は，自前の
住宅供給会社（公社）を通じて，住宅建設に大々的に関与していたのであり，自ら招いた供給過剰の
ために，新たな問題に直面した。一方で空室率を減らすと同時に，入居住宅からの家賃収入を安定さ
せるという難しい課題や，空き家の放置に伴う風紀の悪化の防止といった課題である。２０００年ごろよ
り，以上の課題解決のためもあり，建物の解体と高付加価値化による都市改造が始められた。この動
きは地方自治体が運営する住宅公社や組合系列の住宅供給会社を活気つけたが，個人の投資家や住宅
所有者はこれに積極的に加わっていないことが問題であるとされる。都市改造には住宅所有者の様々
な利害が交錯するため障害が多い。IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.８２.
４１）２００７年の時点において，住民一人当たりの地方自治体債務は，東で１０２６．６ユーロ，西で１１０９．３ユーロ
である。翌２００８年には西がより債務を増やしているが，これはリーマンショックの影響が西でより強
かったことが影響しているだろう。M. T. W. Rosenfeld, a.a.O., S.１１７, IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.８１.
４２）M.T.W. Rosenfeld, a.a.O., S.１１７.
４３）ドイツの地方財政について，持田信樹『地方分権の財政学』２００４年，２９５頁，また伊東弘文『現代ド
イツ地方財政論』１９９５年を参照。
４４）M. T. W. Rosenfeld, a.a.O., S.１１８.
４５）厳密にはこの他に「小共同体税」もそうである。例えば，「犬税」や「酒場営業税」である。
４６）IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.８３.
４７）J. Ragnitz et al., a.a.O., S.７.
４８）IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.７５.
４９）J. Ragnitz et al., a.a.O., S.８.
５０）１９９１～２００７年の間に東から西に移動した女性１３０万３８１２人（男性は１１９万５８０４人）のうち，年齢構成で
もっとも多いのは１８～２５歳層であり，４３万８４３８人，次いで，３０～５０歳層，３０万４９１４人であった。ただ
しこの種の統計はベルリンを含めるか否かで数値が少なからず異なり，混乱している。連邦統計局の
この数値も，１９９９年までは東にベルリン（東）を含め，それ以後はベルリンを除いた数値である。Ebd.,
S.９.
５１）Bundesministerium des Innern, a.a.O., S.５７.
５２）Ebd., S.５６. 東の州で特に人口減少が激しいのは，ザクセン―アンハルト州（２１．２％），チューリンゲン
州（１８．７％）である。この両州では，新生児数の落ち込みが４０％程度と見込まれている。
５３）以上の数値と予想は連邦統計局によるものを，IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.７７と Bundesministerium des In-
nern, a.a.O., S.５７から引用した。
５４）Bundesministerium des Innern, a.a.O., S.４２.
５５）IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.８０.
５６）J. Ragnitz et al., a.a.O., S.１７.
５７）Bundesministerium des Innern, a.a.O., S.４４.
５８）３歳児以下のための託児施設（Kindertageseinrichtung）を利用できる当該者の割合は，東では４９％（２０１０
年）であり，西（２０％）を大きく上回っている。Bundesministerium des Innern, a.a.O., S.４６.
５９）IWH（Hrsg.）, S.７９.
６０）J. Ragnitz et al., a.a.O., S.１７.
６１）Ebd., S.２６.
６２）IWH（Hrsg.）, a.a.O., S.８０.
20
